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大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会
第６回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会

１　開　会

○事務局　それでは定刻になりましたので、ただ今から「大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会第６回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」を開催させていただきます。委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。

　本会議は大阪府の会議の公開に関する指針に基づき、大阪府自立支援協議会として公開にて開催することとなっており、本日も会長の許可を得て傍聴の方も同席されております。また、本日お配りさせていただきました資料及び議事録についても、後日、大阪府のホームページで公開させていただく予定です。

　検討会において、個人のプライバシーに関する内容について議論をいただく必要がある場合は、一部非公開とし、傍聴の方にご退席いただくこととなりますので、委員の方におかれましては、個人のプライバシーに関する内容について議論をされる場合には、事前にその旨を会長までお申し出ください。

　それでは、ここで資料の確認をさせていただきます。

　本日お配りしております資料は、資料１としまして（オ）施設入所者状況調査集計結果。

　資料２としまして、事業所ヒアリングの報告。

　資料３としまして（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート。

　資料４としまして（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート。

　資料５としまして（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート。

　資料６としまして、生活実態調査結果に基づく国への提言（案）についてでございます。以上でございます。

　皆さん、資料はお手元にございますでしょうか。それでは以降の進行につきましては会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

○会長　はい。皆さんこんにちは。今日は非常に暖かくて、しかも場所はシャンデリアが。私はこの仕事を長くさせていただいてここを使わせていただくのは初めてで、これほど立派なのかと感心をしております。

　検討会はそろそろ第３トラックを回りまして、ゴールが間近になってきたところでございます。盛りだくさんの内容になりますが、時間いっぱい２時間議論を深めて、重症心身障がい児（者）の地域生活支援のいい案ができればと思っております。

　それでは議題に沿って進めてまいりたいと思います。まず１番目でございます。「施設入所者状況調査集計結果」について事務局から報告をいただきたいと思います。それでは事務局からよろしくお願いいたします。

２　議　事

（１）施設入所者状況調査集計結果について

○事務局　それでは資料１に基づきましてご説明をさせていただきます。施設入所者状況調査、これは566名の方々からのご回答になります。

　①番目としまして「入所者の性別及び年齢」ですが、この調査につきましては具体的な施設としますと、重症心身障害児施設枚方発達総合医療センター、社会福祉法人四天王寺福祉事業団障害福祉施設四天王寺和らぎ（やわらぎ）苑、重症心身障害児(者)施設すくよかの三施設に入所されている18歳以上の大阪府民の方を対象としましてアンケート調査をおこないました。

　年齢別では、50歳以上の方が201名で構成比率35.5％と最も多く、次いで40歳から49歳が197名で34.8％となっております。

　②「所持されている手帳」におきましては、ほぼ９割の方が療育及び身体障がい者手帳の両方を持ち、重複をされております。

　③番目としまして「日頃提供をしている医療的ケア」については、服薬管理552名（97.5％）が最も多いです。次いで経管栄養110名（19.8％）、吸引92名（16.3％）となっております。人工呼吸器を利用されている方は15名（2.7％）とご回答をいただきました。

　次に２ページになります。④「個別支援計画作成にあたってどのように作成したか」ということをお伺いしております。ご家族に希望を確認して計画を作成されたという方が171名で30.2％。次いで計画策定会議で作成してご家族に説明及び同意を得たケースが163名で28.8％になっております。一方、本人の希望を聞いてというケースは３名、0.5％にとどまっております。いずれにも該当しないという方が159名おられるということも出ております。

　⑤番「地域移行に向けた支援内容が明記されているか」については、563名について明記されていないという回答でした。

　⑥番「今後の生活に関して」ということで「１）ご本人の意思」については、ご本人の意思が確認できないというのが498名で約９割と最も多く、次いでこのまま施設で暮らしたいというご希望の方が28名で4.9％ということになっております。

　３ページに移ります。「２）ご家族の今後の生活に関しての希望」ということです。このまま重心施設（重症心身障がい児（者）施設）で暮らしてほしいというのが411名で72.6％となっており、ご家族の意思を確認したことがないというのが135名で23.9％という形になっております。これからを考慮しますと、ほとんどの方が今の施設での暮らしを希望されていることになっております。

　「３）支援者として、ご本人の地域移行についての考え」ということで、支援者側からどのような地域移行かのお考えを持つかということなのですが、症状が重症などの理由により施設での医学的管理が必要という方が211名で37.3％となっており、次いで分からないというのが192名で33.9％となっております。

　しかしながら、地域のサービス不足というのが57名で10.1％や、地域移行についてご家族の同意が得られないが48名で8.5％となっていることから、地域で生活するためのサービスの充実があれば、地域移行が可能と考えられる方も少なからずおられると分析をしております。

　一番下から⑦「支援者からみたご本人が希望されるサービス」。これは複数の回答をいただいておるのですが、必要とされているサービス内容として最も多かったのは医療機関に関するものが968名で19.2％、次いで重症心身障がい児（者）通園事業に関するものが925名（18.4％）、ホームヘルプ関係が895名（17.8％）となっております。その詳細は最後の４ページにデータとして載せております。以上でございます。

○会長　はい。ただ今入所施設の方に対する医療状況調査の報告を受けましたが、この点について何かご質問等ございませんでしょうか。これを回答していただいたのはほとんど施設の先生ですか。

○事務局　はい。施設の職員の方に聞き取っていただいて。

○会長　　この２ページ④の上から３行目「計画策定会議で作成し、本人にご説明及び同意を得た」ということなのですが、このあたり13名いらっしゃるのですよね。これは意思確認できるのが13名いらっしゃるということですよね。そのような意味で理解をしていいのですか。

○事務局　そうです。

○会長　意思確認ができないという数、この辺の整合性はどうなのでしょう。下のところと連動するのでしょうか。これはつまり２ページ⑥の「今後の生活に関してご本人の意思」とあるでしょう。このまま今の施設で暮らしたいが28名になっているのです。そうすると、これが母数になったとすると13名は少なくはないですか。何かあるのでしょうか。

○事務局　13名と、その下に「本人の希望を聞いて」の３名というのがございますので、データ的には16名とこれは読めるのですよね。ですから28名と16名のこの差ということです。

○会長　そうですね。それはなぜでしょうか。

○事務局　個別のケースについてはそこまで聞き取りをしておりませんので。

○会長　つまり、危ないのはそのようなところもあるわけです。意思確認という場合に、誰がどのような手順でどのように意思確認をするのかということが誤差を生んでくるので、そこのところの課題かと思ったりもするのですが。その辺が調査の妥当性と考えればもう少し精査をしていただくほうがありがたいかと。誰が見るか分からないので。

○事務局　はい。

○会長　ほかに何か各委員の方からあればお伺いしていきたいと思います。意見でも結構でございます。せっかくの機会ですので。

○委員　すみません。３ページの一番下の⑦で「支援者からみたご本人の希望請求サービス」で一番多かったのが968名で医療機関に関するものということになっているのですが、要は常に医学的な管理が必要というのは当然そうなのですが、必要なときに往診をしてもらえるところがない、医療機関そのものがないということなのか。関するものというところの意味が。

○会長　裏のページでしょうか。

○事務局　４ページの表の中の。

○委員　すみません。ごめんなさい。ここにありました。

○事務局　上に医療機関というのがございます。訪問診療してくれる医療機関の増だとか、気軽に利用できる診療所の増とか、専門医の増、レスパイト入院、これらのご希望をいただいた和が968名です。

○委員　やはり、ないということなのですね。

○事務局　そうです。

○事務局　地域での医療機関、受け入れてもらえる医療機関があれば地域移行が可能であろうと。そのような意味で地域医療機関充実が認められています。

○会長　３ページの下の通園事業、これは法定化をすると言っていましたね。今度の第二次の、12月の報告の中で。普通、重症心身障がい児の。

○事務局　通園事業ですね。

○会長　通園事業。

○事務局　はい。児童福祉法の改正も併せて３年ありまして、これまで通園事業という形で国の補助事業の位置付けであったのですが、平成24年４月１日からおそらく医療型の児童発達支援というくくりの中で、いわゆる市町村の給付、医療決定に基づく給付金が支払われる形で利用されるであろうと。まだ国の詳細については。

○会長　まだ、出ていない。

○事務局　はい、出ていないです。

○会長　あれはどちらでありましたか、改正のほうでしたか。

○事務局　そうです、改正。

○会長　改正のほうですか。ということはそのような意味では、これは平成24年で一定の方向としてはこのようなことになります。

○事務局　ただ、どのくらい増えるのかどうか。それはまた別の問題で。

○会長　別の問題で。

○事務局　はい。

○会長　なるほど。委員、教えていただきたいのですが、どうしたものか。重症になれば不安定な状態、常時、医学的な管理が必要という項目が一番多いわけなのですが。具体的にはどのような症状を指していると理解をすればいいのですか。医療的ケアとかぶっていると理解をすればいいのですか。

○委員　そうですね。服薬管理というのが550人と非常に多いということで１ページになっておりますが。こちらの社会福祉法人枚方療育園でも入園されている方につきましては、全員、服薬管理が必要な状態です。

　それと併せまして、日ごろ提供している医療的ケアのところの、先ほど枚方療育園の数も足してみたのですが、結構大部分がうちの利用者さんの数でございまして、それが重複して多分医療的ケアが必要な方もおられるということですので、やはりうちの利用者さんにつきましては医療的なケアが切っても切れない関係があるということで、それでこれだけの数が出てきているのだと思います。

○会長　なるほど。私のほうが勉強不足で申し訳ないです。看護師、保健師もそうですが、病院で長くいられるということはまずないですよね。脳梗塞（こうそく）で重症の患者であっても、いわゆる末期がんの方であっても。

　今、全体的な流れの中では医療が必要な方、従来で、例えば医療管理が必要である方が地域に出てこられていますよね。そのような意味でいうと、この211名というのは今の医療の大きな流れの中、これは先生が一番よく分かるのですが、地域で医療的な体制が整えば、特にこのような項目での理由は減るのではないかとも考えられますか。その辺のご意見をお伺いしたいと。

○委員　人工呼吸器が３施設で15人というのは、私は逆にとても少ないと思ったのです。もっと人工呼吸器をしていたり、気管切開の方が施設入所をされていると思っていたので、在宅で年齢的なことも18歳以上ということなので分からないのですが。

　有限会社訪問看護ステーションみらいの18歳以下の利用者さんで考えれば今は二十何人かおられるのですが、その内の５人は人工呼吸器を常時もしくは夜間に付けていらっしゃいますし、気管切開に至っては７人、８人と。

　やはりほとんどの気管切開をしている子は帰ってきているので、うちの訪問看護ステーションがそれだけ受けているのに、３施設全体でこの数というのは何かとても矛盾というか、その五百何人の中での医療的ケアをむしろしていない人のほうが多いのではないのかというような、服薬管理は医療的ケアというくくりが在宅では通用しないというのか、できないというか。

　だから、その辺が在宅の状況と施設の状況がかなり違うような気がします。今おっしゃったように本当にガン末期の方でもどんどん帰ってくるので、むしろ生まれたばかりの寝たきりの子どもたちが、このような状態でも施設に空きがなければ在宅に変わらざるを得なくて、人工呼吸器や気管切開の状況でも3か月ぐらいでぽっと帰ってくるというのが現状ではないかと思います。

○会長　つまりこのようなことですか。昔はといえば、そのような方々は基本的には病院で社会的入院といわれている中で、30年、40年前は病院に入っておられた。重症心身障がいの子どもたちもそこへ入らざるを得なかったのか。それにしては五十何歳だからしていた方が多いのか。

　いや本来でいうとそのような重症心身、今、特別養護老人ホームなどというのは、医学的にいうと軽い方は入れないのです。本当に重たい方でないと入れない。そういう気管切開で医療的ケアが必要な方が入れるようにしていく必要があるのかと一方では思うのです。

　今入っている方で地域移行が可能な方というのが、本当はもっといらっしゃるのではないだろうか。もっと重症な方が地域で沈殿していて、それで昔に入った方が行く場のないまま、そのままずっと入所されている。そうすると家族が崩壊するから帰る場所がないということになる。

　要するに、預けたときは50歳であっても、30年たつと80歳ですので引き取ることができない。ご兄弟はとてもとてもということで。そうしてそのままずっといくとベッドが空かない。そうすると医療が発達してどんどん重症な医療的ケアの方がおられたとしても、なかなか受け入れることができない状況で今推移をしているのかというように考えていいのでは。

○委員　それが実際のところはあると思います。うちのように古い施設になりますと、それこそ40年、30年入園されている方もいらっしゃいます。お子さんで10歳ぐらい、20歳ぐらいから入園された方も今は50歳、60歳になっておられます。

　ですから、やはりその当時は親御さんもお若かったと思いますが、親御さん自身が80歳、90歳になられましてから今さら引き取れといわれましても無理です。いったん施設生活に慣れてしまいますと、やはり親御さんも自分たちの生活のリズムがありますので、このような言い方をしては非常に失礼とは思うのですが、一度、楽を味わってしまうと、なかなか今から自分の身を削ってまで苦労はできないとそういうのがあって、実際、在所期間が長くなっているというのは正直あると思います。

　あと併せまして、うちの場合には医療的ケアが少ないといいますか、強度行動障がいの方も実際に多くおられますので、その方々につきましては大部分が服薬管理のみになっております。

　ですから、400名のうち約100名はなかなか在宅での生活が困難である何らかの行動障がいをお持ちの方。医療的ケアは比較的低い。ただし、地域での生活が果たして家族だけで可能かというとなかなか困難な方がいらっしゃると。その辺も計算に入れていただければと思います。

○委員　一昨年の年末に大阪市内の大阪発達総合療育センターフェニックスに行かせていただいて、施設長さんや看護師長さんのお話もお聞きし。

○会長　先生。

○委員　はい。先生にも。

○会長　先生も。

○委員　ずっと病室も含めて見せていただいたのですが。私も本当にまったく同じ意見でして、われわれの仕事で見ている子どもたちの重症度合、在宅にＮＩＣＵから出て帰っている子どもたちを見ているお母さんの状況、子どもさんの状況と比較すると驚くほど軽度で、本当に怒られると思うのですが、それから比較すると確かに重症心身障がいではあるのでしょうが、軽い方々が入っておられるというのは、実際に目で見てがくぜんとしたというのが正直なところです。

○会長　フェニックスでもそうでしたか。

○委員　はい。そうです。

○会長　そうですか。

○委員　だから、だいたいそのような状況がありますねということが共有できたとすると、だんだんアウトプットを考えていく時期に入っているとすれば、そのような方々が今おっしゃったように、それでは在宅へ、本当におうちへ帰れるかというとこれは絶対に無理だと。

　しかし、ずっと家におられると施設は増えないので、では本当に施設を必要とする子どもはどのようにすればいいのかというのは残ったままになるので、ではその間の何か策がないかと。地域でという何かそのような方向というのか、私は福祉制度とか施設とかは分からないのですが、だからそこを、中間のところをつくるのか、今ある所を充実させるのかというところの何か知恵や策がないのかという気がします。

○会長　なるほどね。

○委員　私が言うのも何なのですが。言うべきかどうかというのはあるのですが。もともと重心施設がかつて立ち上がっていろいろな中でできてきた流れからいくと、日本の福祉制度を中心にした制度の中で、お金的には一番医療の費用を使っているので、一番手厚い形の制度の中できたのです。

　だからこそ一番困難な状態にある人を受け止めてきた。強度行動障がいという状態の人を受け止めているというのは、動く重症心身障がい児という名前でもって、重症心身障がい児として受けてきたという歴史的な役割も果たしてきたと思うのです。現実的に最もサービス制度の中では重い人たちを受け止めてきたという経緯はありますが、だからこそ実際に医療機関でもあるという形態を取ってきてはいるのです。

　もし利用者全部が医療的にかなり濃厚な医療が必要な人ばかりで入所したときに、その施設が運営できるのかというようなところも含めて、今まで重心施設であり医療機関でもある所が、実際に医療がいらない人たちがかなり利用されておられるという中で運営がやってこられたというところがあると思うのです。

　先ほどの大阪市のフェニックスなどはおっしゃるとおりだと私は思うのです、まだまだその辺。しかし実際に精神科医療をベースにしてきた重心施設と実際に通常の病院を医療機関としてベースにしてきたところの違いもあって、フェニックスは比較的に今までよりも新しい方、若い方も含めているので、医療的なケアについてはかなりいっているところがある。

　ですから、先ほどの歴史的な長く受け止めている人たちは、どうあれ今までそのように受け止めてきたのですから、医療的なサポートがどうしてもという人たちが少ないのです。

　そしてそのときに問題は、移行する体制はいろいろな形で整備をしていったとしても、では実際、いわゆる重心施設が医療的にかなり濃厚な人たちを受け止めてやれるのかとか。そのような人たちばかりでやれるのかどうかということを考えなければ、地域移行していったとしても、そのあと結局同じような人たちを受け止めるしかなければ同じことだと思うので。

　そのような意味では、役割の果たし方としては医療にかなり重点を置いて、医療的なバックアップをするような役割として変わるというようなことを考えないといけないと思います。

　ただそれにしても地域遍在というのでしょうか、今、地域点在にしていないので、そういう意味ではバックアップや地域的に点在する形でそのような役割を果たすところを新たに確保することも含めて考えなければ、前には出ていかないのではないかと思うのです。

○会長　つまり、委員がおっしゃっていただいているのは、一つは医療が濃厚な方ばかりを集めていては経営的に成り立たないのではないかということ。

○委員　そのような形で重心施設はきているのです。要は医療的なケアの人たちばかりでは運営できるような場所、補助体系というか、お金の流れからいえば成り立たないというのが運営していらっしゃる方も分かっているのです。

　これは私が言うべきではないこととは思っているのですが、ずっと見てきて、だからこそ大阪府なり、都会の施設の形の動きとは違うと思うのです。町に行けば、人口の度合いからいくと入所施設がはるかに多いという県もあれば、大阪府みたいに、大阪府下をみればそうですが、大阪市などはフェニックスが初めてできたというレベルですから。

　だからそこから考えればアンバランスというのがあるのです。しかしやはり重心施設がいまだ今日まで運営してきている分、今までの歴史的な役割は果たしてきていると思うのですが。現在の状態というのは医療的なケアと医療的なケアが進んだ医療的なニーズを持った人を真正面から受け止めるには、非常に厳しい状況があるのではないかと。医療機関としての役割という意味ではかなり厳しいのではないかと私は思うのです。

○会長　なるほど。そうすると重症心身障がい児（者）施設には二つ課題がある。自閉症の場合によく言われますが、医療型と強度行動障がいのような医療的なニーズがそれほどではないが、行動上非常にケアが必要な方がいらっしゃるというように、ある意味でいうと二分化されてくるというかそのような側面もあると思うのです。

○委員　そうですね。だから先ほどの中で強度行動障がいに関しては、これはあくまでも重心施設が動く重症心身障がい児という名前をつけて受けざるを得なくて受けてきたところがあると思うのです。実際に重症心身障がい児はご存じのように、規定からいえば歩けるし、走れるしというような。その人たちがどうして重症心身障がい児なのかといえば当然問題はありますが、最終的には受け皿としての役割を果たしたと私は思うのです。

　そのような意味ではたまたま重心施設がそうだと思うのですが、おっしゃった自閉症を含めた強度行動障がいの状態にある方に対する施策の中心はむしろ医療ではない部分である。しかし、医療的なサポートというのは別で必要と思います。

　しかし、重症心身障がいの方にとってはただ呼吸器系だったり、循環器系だったり、いわゆる生命維持そのものについての医療というものはどうしてもそのようなサポートが必要なので、もし医療的な部分を分けるとすれば、そういうサポートの土台というのは違うのかと確かに思います。

○会長　そうするとそういう医療を支えるような支援センター。センター的な役割を重心施設が中心になって担っていくのがいいのかということですかね、地域支援。

○委員　問題はこれからの重心施設にその役割を持ってもらうとすると、重心施設は個所数でいっても大阪府下でいうと３カ所ですか。今のところ富田林市に二つあって、枚方市に一つあってですよね。

　そうすると点在していない、ない地域に重心施設を新たにつくって、その役割を重心施設に持ってもらうというやり方で考えるのか、いや、もうすでにある医療機関に、重心施設も一つの医療機関と考えて役割を持ってもらい、中核となってもらいながら地域の中でバックアップしていただくような形と、どちらがいいのかというところだとは思うのですが。

　いずれにしても医療的ケアが必要な人たちなので、いわゆる医療のバックアップは必須だと思うので、そのバックアップの仕方をどのように入れるのかということだと思うのです。

○会長　そうですね、はい。問題の一つは現在流れる仕組みになっていないといいますか、いえば、いったん入ってしまえば死ぬまでですので、そのような運営の仕方というのは、一つは医療の流れからいっても地域に帰れる人はできるだけ地域で生活ができるような仕組みの中でやっていただいて、必要な期間に必要なだけ利用していただくというようなことが本来的な意味合いであろうと。重心施設にもそういう意味ではそのような施策のありようというものが求められてきているのではないかというのが、だいたい今の共通の考え方かとは思うのですが。委員はどうですか。

○委員　大阪府重症心身障害児・者を支える会の会員さんの中でも、濃厚な医療的ケアが必要な方と、またそれほど必要ではない方のご意見とは違うものがあって、設備だの何もかもやはり濃厚な方は必要なのですが「いやいや、そうではない、うちの子どもは医療だけなのでそこまで必要はないのですが」というご意見もあって。

　でも総合的にその方たちのご意見というのは、たくさんのわがままなことを言ってというこのお母さんたちが夫に聞いておられるのですよね。たくさんの設備が必要だとか、人員が必要だとか、そのようなことをいえばますます制度がない中でどのように自分たちの子は受け止められるのかという、その不安感があるのです。

　だから総合してやっていただける事業者もいないし、医療もないし、そのようなものがないながらうちの子どもは医療だから訪問看護と介護職員だけでもいけるのだから、それを必要なだけの施設であればいいのですよというお母さん方の考え方もあって、いろいろ複雑なところがあります。

　でも、結局は私らもお風呂に手すりがあれば大変助かるように、やはり十分な設備は必要なのですよというのを、この実態調査の中から察していってほしいというのが私たちの会の意見です。

○会長　それは地域で暮らしていくということですよね。施設を建ててほしいというのであれば、別にこのような検討会はいらないわけです、ある意味でいえば。そこで問題を終息させるのであれば。

　要するに、その人がその人らしく生きていくということ、それはやはりご本人の思いとか、本来的にいえば、ご本人が希望する、それで利用というのはありだと思っているのですが。ほとんどご本人は希望しないまま、あるいは意思確認ができないまま、そのような確認ができないまま一生を地域と離れたところで生活を終えるというそういうありようはどうなのだと。選択できて初めて自分らしく生きられるのであって、安心して暮らすためには施設がいるのだと。では施設で全部問題を解決させるということではないのですよね、おっしゃっている意味は。

○委員　もちろん自分たちの住んでいる地域で、自分たちの目の前で暮らせるその姿を見るのが親御さんたちの一番の望みです。

○会長　そうですよね。

○委員　だから大阪府は全部他府県に入所は行かれるという現状があるのではないですか。

○会長　ありましたね。

○委員　このようなサービスを受けることも慣れていないという現実はやはり長かったので、施設がないから、だからもう抱え込んでいってしまう、その長い時代があるので。

○会長　施設の入所のようなものを、あるいは施設が要るのではなくて地域生活を支援するための仕組みですよね。誰であっても自分の子どもをそういう遠い所へ入れたいとは思わないし、やはり育てたい。

　しかし結果としてそれがかなわない、いろいろな体制づくりで。だからそれを地域で暮らしていくためにどのような体制があればいいのであろう。そこの知恵を絞るというのがこの検討会の意味だと思うのです。

　だから、地域偏在があるからそこに施設を建てればそれでいいのだという話にはならないし、むしろ問われるべきは何があればその地域で安心安全に暮らせるのか。やはり限られた予算もあるし、限られた施策もある中で医療という側面からいうと、大きな流れからいうと必要な人は必要なだけ利用して、医療を受けながら地域で暮らせるのであればそのような方向でいきましょうと。

　今、だいたいがんの末期の方であっても、気管切開をされた方であっても、ほとんどそのような形で地域移行が、高齢者の認知症の方でもそうです。認知症も医療が要るといっても全部施設に入れるのかといえばそのようなことはない。

　やはり地域で暮らしていくために、医療も、福祉も、保健も、どのような仕組みがあればいいのかということを考える。それが一つのポイントであって、そのためにどういうセンター的な役割を果たすものがいるのか、それはそれで支える専門的な部分に医療が当然要ると思いますし、それが入所という形態を取るのがいいのかは別として。そのような医療的な専門職の医療というのが地域と地域のかかりつけ医と連携をしてつくっていくことが一つは求められてくるのではないかという気はしているのです。

　その辺の何があればどうこうできるのだろうかというところで問題を立てていったときに、現行の重心施設というのはある意味では流れる仕組みというのですか、もう入ったら入ったままで終わりというのではなくて、選択できるような仕組みをどのようにつくっていくかということであって、地域遍在ということは少し違うのではないかと。

○委員　いや、私が申し上げている地域遍在というのは、重心施設を大阪府下に遍在させるという意味では決してないのです。先ほど言った地域で暮らしていくために医療的ケアが必要な人たちは医療のバックアップがいるわけですので、それができるだけ近い所に重心施設があってほしいと。

○会長　それはそうです。

○委員　その医療の一端を、現在、医療機関でもある重心施設が担うということであればそれもありだと申し上げているのです。別にバックアップをしてくれる医療機関が地域に遍在しているということが大事なことだと認識しているのです。ですから、あえて申し上げた重心施設は一定の役割を終えてきていると私は思うのです。

　だから、要は先ほど親御さんなりが支えていくということは非常に困難な状態の中で生きておられるからこそ、抱えてきておられるからこそ、地域で暮らしていけなくなった親御さんが介護できなくなれば、もうあとは施設しかないので全部を預けると。これは実は地域の中で一貫性もあれば、暮らし続けていけるわけですよね。

　しかしないので、全部をお任せという形のところへいってしまうので、医療がそれほど要らなくても医療機関で入所してやらないといけないというところに、この考えでもってやっているという実態があると思うのです。だから必要な医療なら医療という必要なケアを得られるような仕組みというのが、やはり地域的に遍在させるということが大事なのだと。

○会長　なるほどね、はい。

○委員　年齢区分を見たときに、40歳以上が80％を占めているということでここが私は不思議な感じがしていて。例えば50歳以上で、65歳になり介護保険の対象者になられた方はどのようになるのだろうとか、そのような介護医療保険で施設に入っていらっしゃる。

○委員　一応介護保険は適応外になっておりますので。はい、ですから。

○委員　介護保険が適用。
○委員　そうなのです。ですから、うちであれば、最高で80歳の方もおられます。

○委員　80歳。

○委員　はい。ですから、もちろん親御さんがいらっしゃいませんので、お身内は、あの方はおいごさん、めいごさんです。

○委員　その辺は何か、例えばこの80％の方々をすぐに地域と、先ほどおっしゃったように本当に老老介護になっていくので、絶対あり得ないことなので。

○委員　絶対あり得ないとはいえないと思うのですが。本当に最近多いのです。そのような老老介護の方で、両親が介護できなくなってということで、今実際にあるケースなのですが、子ども家庭センターであるとか、在宅支援に入っておられる方とか、いろいろなところからその親御さんと重症心身障がい児さん、重症心身障がい児といいましても40歳を超えた方なのですが、介護が困難だということで周りからご両親に対して、あなたのところは施設入所しかないのではないでしょうかというようなお話が、いろいろな各部署から入ってきているのです。

　お父さんお母さんも80歳前後ぐらいの方なのですが、やはり何とかして在宅で見ていきたいとそのようなご希望がありまして、こちらも少しお声掛けをさせていただいてからお返事までかなりお時間をいただいているケースが実際にあるのです。そのような方々は結局在宅での生活を続けたいというのが一番の基本なのです。

　ところが、今実際に大阪府で提供されているサービスではそのような方々が十分に在宅生活を続けることができないのです。今、もう目いっぱいされているのです。目いっぱいされていて、それでもなかなか困難だろうということで、周りから攻めていって、もう施設入所しか仕方がないのではないですかというようなお話がある、そのような非常に悲しいケースはあります。

　そのようなケースで入所される方が最近は非常に多いです。ですから、先ほど重篤な医療的ケアが必要ではない方が意外と多いというお話がありましたのは、やはりある程度重症心身障がい児さんがご高齢になられまして、今まではご高齢のご家族が見てこられたと。

　でも、ご家族自身介護が困難になってきた、それで入園をされると。そのようなケースが比較的多いので、人工呼吸器をしていないとか、そういうケースの入院が多いということにもつながっているのではないかと思います。

○委員　そもそもそれほど私はよく分かっていないのですが、重症心身障がい児施設というものは年齢対象が決まっていると思っていたので。だから子どもさんのためのということだと思ったので、介護保険の対象になる方がなぜそこにいらっしゃるのかとても不思議な感じがして、だからうちもいつも介護保険もやっているし、両方、老老介護なども見ているのですが、実際問題、40代で脳梗塞になり難病になられて、70、80歳のお母さんを見ていらっしゃる人というのはたくさんいらっしゃいます。

　しかし、中途障がい者であれば重症心身障がい児ではないので、そのような施設もないままに皆さん来ている方もたくさん地域の中にもいらっしゃる。今おっしゃっていたケースというのは確かにあると思うのですが、今でも入っていらっしゃる80％を何とかしないことには、小さい子どもたちは入所できないのではないかと思います。

○委員　思うのですが、先ほど話をされたように、重心施設の規定というのは児童福祉法にあるわけではないですか。

　その当時、重症心身障がい児（者）の方はあまり長生きをしないと思われていた時代からの法律がそのまま生きていて、一生重症心身障がい児なのです。ただ逆にいうと、重症心身障がい児（者）施設で中途障がい、二十歳以降、交通事故で同じような状態になった方は、重症心身障がい児（者）施設には入所できない。

　しかも重症心身障がいという定義に関しても、別に医療的ケアが必要であるという前提になっていないので、別に重心施設に医療的なケアが必要でない方がいらっしゃったとしても何の問題もないわけです。だからイコールでも何でもない。ただ「重篤な状態だから、医療機関も併設して」という形態で、大掛かりな構えで重心施設は存在しているのです。

○委員　法律が制定されたそのときの状況と今があまりにも乖離（かいり）しているということなのです。

○会長　要するに高齢者もそうですが、全体的、社会的入院といわれていたわけで、要介護５の人でないと特別養護老人ホームには入れない。そのような形態の中で、今運用していっているような流れがあります。

　そのような意味では重症心身障がい児（者）施設という定義も、先ほどおっしゃったように知的と身体と両方合併した手帳を持っていれば重症心身という、そのようなかなり医療的なところでは定義として、なかなかはっきりしてこなかったということがあるのです。

　そのような意味でいうと、重心施設も流れるといいますか、それは制度的なもので、例えば「１年契約ですよ、お母さん」とか「２年契約ですよ」ということは、現行の契約制度でそれは改善できるものかできないものか。

○委員　守る会と重症心身障がい児（者）の会と長くお付き合いをさせていただいて、本部の動きなどもある程度存じ上げているのですが。現在、重心施設に入所されておられる親御さんの多くにとって、今もし制度が変わって重心施設がなくなり、ぽんと外へ出されてしまったらどうしようという怖さがあるわけです。

　ですから、そのような動きに関してはいろいろな意味で抵抗をされると思うのです。そのことを誰も「どこでも行きなさい」というようなことは考えていませんが、過敏になられているところがあると思うのです。言っていただいたように、大事なことは必要なサービスが得られるような形にしていきたいわけです。

　そのときに重心施設をどうするのかという触り方をすれば、私は確かに不安でもあるし、今おっしゃった現在入所されておられる方を次の段階に持っていくためにはどうしようということも、もちろん当然考えていく必要はあるだろうと思いますが、しかし、医療的なケアの必要な方がもし地域の中で暮らしていけるとすると、親御さんがいらっしゃらなくても生きていけるシステムがあるとすれば、それはいずれ重心施設が医療機関としてその役割を果たすのならば、その機関は当然残っていくのでしょうが、重心施設としての役割は、私はもう終えていると思うのです。

　だから重症心身障がい児（者）であっても医療的ケアが必要だから医療的ケアの話になっているのであって、もし地域の中で医療が別段関係なく暮らしていけるとすると、その地域で暮らしていけるシステムの中でやっていけるはずですから。

　たまたま入所していくということだけの話なので、だから重心施設が現在３カ所ある。この３カ所がどのように民間の中で運営しておられるかというのはそれぞれだと思いますが。社会の必要性によってこれからも活躍されるのかもしれませんが、地域の中で暮らしていけるシステムを新たに構築すれば、私はいい意味で小さくなっていくのではないかと思います。

　だから大事なことは、重心施設がどうこうということではなくて、システムを作るということが大事なのではないかと思います。

○会長　個人的な意見を言わせていただくと、先ほど委員、２人がおっしゃったように、親を抱えていて本当に医療が必要な方がいらっしゃる、一方ではそれほど医療がいらなくて今の制度の中でも十分いけるような方もいらっしゃるのではないかと。そこのところを必要な人に必要なサービスを届けるためには、やはり重心施設のあり方というかそのようなものも考えないと駄目なのかと。

　それは、医療は契約ですから、例えば、１年契約でというようなところのありようで、医者と医療とその家族との契約で可能なのか無理なのか。あるいはそのように制度的に高齢社会でしたように受け皿をつくっていく、いわゆるグループホームなど、そのようなものを移行的措置として取っていくような仕組みでやっていくほうがいいのか、どのように思われますか。

○委員　先ほどの話のように70歳、80歳になっても、いわゆる重症心身障がい児といわれてその形を取って暮らしていけるというのか、そのような形にしているその仕組みをどうこう考えるよりも、重心施設を退所されれば、変な言い方ですが、普通の一市民、普通の大人になるわけです、そういう位置付けですので。そのように考えれば、その方が地域で暮らしていけるという形を取ればいいだけの話なので、サポートシステムとして、本来その方が退所するということが大事なわけです。

　しかし退所するのは、現在入所されておられる方をあえて退所されるとすると、親御さんがいらっしゃればほとんど退所されないだろうと、よほど整えてからでなければ。でも説得できるとすれば、整えてからということであれば、整えれば可能性があるわけではないですか。

　だから、現在ある重心施設の地域で暮らせる人たちであれば、いけるのではないかという人たちを躍起となって出すことを考えるよりも、実際にその背景になる地域で暮らせますよというものを考えないと、それ自体が進まないと思うのです。

　今回、この話の中でもケアホームの話があって、実は非常に重要な話としてとらえていくことなのだと思うのです。現在このケアホームが障害者自立支援法の中でも、体系的に見れば重い方が暮らしていくには非常に乏しいわけではないですか。

　ましてや、医療的ケアが必要な方にとっては、とてもとても使えるわけがないよというぐらいの状態です。この中で、では、重心施設を出てどこへ行くのだということは示しようがないのです。その示しようがない中でこの人たちの動きを考えるというのは、誰だって考えることがいけないわけでは決してないのです。

　しかし、普通に在宅で暮らしていきたいのだと。親御さん、私がんばっているのでやりますと思っている人たちが、せめて暮らしていける仕組みをつくることが大事なのではと思います。

　今から10年、20年たって、その人たちも困難な状態になっていくでしょうが、現在、重心施設に暮らしておられる方の親御さんは、親御さん同士の中でも、いずれあなたたちも入所施設が必要になるのよという観点を持っておられるのです。現実なのです、それも。本当にそのようになっていっているのです。

　その中では、現在、重心施設にいらっしゃる方の考えているように動いているわけですので、いやそうではなくて、地域の中でこういうサービスを使って、この仕組みの中で暮らしていけるし、いけるのだということを見たときに、まだまだお若い方だとか、自分の子どもさんに可能性を感じているというか、可能性とはおかしですね。いや、できるよねと思えるとすれば、もう現に自然と構築されている仕組みの中に入っていかれるのではないかと思うのです。

○会長　はい。また次のステップへ、在宅のほうも仕組みがあるということでございます。

○委員　すみません。その話なのですが、社会福祉法人びわこ学園に入れている人で、皆さんご存じか分かりませんが、４歳から入れておられて今年で14歳になったのです。それでお母さんは滋賀県に住んでおられたのですが、堺市のほうに引っ越してきまして、子どもはそのびわこ学園にいるのですが、一緒に連れて来られなかったので、今度４月からその子を連れて帰りたいということで、うちの会に来て話をしておられたのですが、今はうちの会のお母さん方はこれになっていますよ。

　私たちは、子どもが大きくなり、親がみられないようになってどうしようかと思うときに施設に入れようかと思っていたのですが、そのお母さんは14歳で家に連れて帰ろうかと思っているのです。

　そして、気管切開で人工呼吸器を付けているのです。その子を連れて帰ってどうしようかというので、この方は「あるがままって素敵～医療的ケアの必要な人への地域移行支援事業～」という講演で、どこかの先生がお見えになって「地域でも生きていけますよ」というようなことを講演なさるそうなのですが、私らはその辺がなかなか納得できないというとおかしいのですが、分からないのです。

　本当に、もう一人の書いていただいた人は、２年前に作業所でのどをつめて気管切開をして人工呼吸器を付けて、胃ろうになってしまって家にいるのですが、お母さんお父さんはどうしても最初はあちらこちらと回ったのです。病院は３カ月になれば出てくださいと言われますので、それで出るときにあちらこちらの病院を回って、療養病院というのですか、その人は42歳なのですが、そこに見に行くと「もう死ぬのを待つような人しかいていなかった」と。

　だから私が「連れて帰りなさい」と言って連れて帰ったのです。とても責任を感じているのですが。夜も寝られない、二人のどちらかが起きていなければいけないということでそのような生活になっている。

　堺市はおかげさまで、平成24年には医療的ケアが必要な人が入れる健康福祉プラザ（仮称）ができますので「そこに入るまでもう少し辛抱しようね」と言いながら、片一方ではびわこ学園から帰って来るということで、どのようにして生活をしようかということで、今みんなが分からないのです。親以外の人に24時間医療的ケアをしていただくというのはどのようにしていただけるのか。

　口で言うのは簡単なのですが「何かあれば、どこかから先生に来てもらえばいい」とか。アラームが鳴るのは時間が決まっていませんので、ショートで２時間後に来てくださっても、その間にアラームは鳴りますので、どのようになるのかと思っております。だからどのような方法があるのかと、そのびわこ学園から帰って来るお母さんは今準備中なのですが、聞きましたら知らないとおっしゃるのですが、国からその子が生活するためのお金など出ることがあるのですか。

○委員　それはどういう意味ですか。

○会長　生活保護ということですか。

○委員　違います。「その子が家で在宅生活をするためのお金が取りたい」というようなことをその方がおっしゃっていました。

○事務局　住宅改造が必要な場合は助成制度があります。

○委員　そのようなことではないと思います。生活をするために全部と言っておられましたので、何かどのようなお金かよく分からないので、聞いても知らないとおっしゃるので。

○委員　それが生活保護ということであれば、今以上は要りますので、だから、たぶんヘルパーさんの時間だとか、今ここで話をされている部分がどのように充実をしているのかということで、ぜひともそのような方が地域の中で暮らしていけるシステムというのを提案できるのであれば、提案をして実現していってもらいたいです。

○委員　子どもを14歳まで施設に預けていて、今度連れて帰ってくるという人が役員の間でそれを話したときに、みんながふうんと考えてしまったのですが、どんな生活ができるのかと。

○会長　でも、一定の見通しは立っているのですよね。そうでないとつらいですよ。

○委員　今、準備中とおっしゃっていました。

○会長　そうですよね。

○委員　今の話はたくさん存じ上げているのです。今のお話で反対の場合も知っています。反対というのは、大阪府に住んでおられて大阪府にはないということで、福井県まで行かれて福井県でされて、また今度は大阪府にできたからといって帰ってこられたとか、それも入所施設です。

○委員　家庭に連れて帰ると言われていたので。

○委員　だから、今までそのようなことに関してはうまくいって、こうすれば地域で暮らせるようになりましたという事例を私は知らないのです。すべてが何らかの形で納得するなり、何らかの形で入所施設に一回入るなり、入院生活を続けるなりという形で治まっているだけで、きちんとできている仕組みというのはほとんどないと思います。

　今おっしゃっている最後の部分で、お金が出てこの人たちが暮らしていけるというケースに関して、私はたぶんまともな仕組みとしてはないと思います。

○委員　ないと思います。そのような人たちが生活できるのであれば、それはそれに越したことはないのですが、どのような方法があるのかとそれを今みんなでお勉強されているのですが。

○会長　それはいつですか。何か講演があるとか。

○委員　平成23年２月26日です。

○会長　堺市でおこなうのですか。

○委員　サンスクエア堺です。知っていますか。

○会長　いえ。

○委員　在宅医療を専門になさっている先生の講演です。

○会長　なるほど在宅医療ですか。はい、ありがとうございました。ここの議論は尽きないところでございますが、まだ１のところで議題が止ったままで、司会進行が悪くて申し訳ありません。

　それでは「事業所ヒアリングの結果」についてということで、議題２に入りたいと思いますが、よろしいでしょうか。まだ議論は尽くせないと思いますが、先に報告だけ受けたいと思いますので、事業所ヒアリングの報告についてお願いします。

（２）事業所ヒアリングの報告について
○事務局　はい。資料２に基づきましてご報告いたします。前回に引き続き、事業所３カ所についてヒアリングに行ってまいりました。「居宅介護・重度訪問介護」の事業所が二つ、「生活介護」の事業所が一つでございます。

　まず、事業所ヒアリング結果１です。これは居宅介護等ということで、運営主体は株式会社です。従業者数は19名ということで、こちらは24時間対応がなされている事業所です。医療的ケアの提供については訪問看護ステーションさんとの連携のもとで、しっかりと役割分担もしていますということでした。

　よく言われるのは、昼間確保というのがなかなか難しいということだったのですが、ここの事業所は常勤職員として雇う。また無資格者であるなど、新卒者を常勤者として採用して、会社が負担をして資格証を取らせているということです。

　ここの事業所の内容等としましては、障がい者サービスと介護保険サービスの半々でしていきたいというお考えのようなのですが、相談支援事業所であるとか、市に働き掛けても障がい者の方々の利用がなかなか進まないというのが悩みですということでした。

　ヒアリング総括としましては下に書かせてもらっていますように、事業所自ら人材の育成を図ることにより、常勤スタッフの確保をおこなっていること、利用者への事業所情報の周知方法というのが、本来、相談支援事業所等が機能すれば周知が図られるのですが、なかなか進んでいないということで、検証が必要ではないかと。

　３番目は、事業所・家族間でのケアの会議を実施することにより、適切なサービス提供がおこなわれているということが聞き取れました。

　次に２ページです。事業所ヒアリング結果２です。これも介護の事業所は株式会社です。高槻市の事業所さんです。こちらも24時間対応ということで、従業者数50名の中で常勤のヘルパーさんが18名、たくさんの常勤者を雇われているということです。

　すみません。ヒアリング総括の部分で、④、⑤、⑥となっていますが、これは①、②、③です。雇用条件の配慮によって常勤スタッフを確保し、利用者に信頼してもらえる支援体制を確保している。そのほうが長く障がい者の利用者の方であるとか、ご家族の方との信頼関係が築けるということで、このようなことをしているということです。

　それと訪問看護事業所と役割分担をすることによって、利用者への最適なサービスを提供している。医療的なケアについては訪問看護事業所さんにお任せし、自分たちは身体介護等に特化をするという形でなされていると。

　あとは個人のネットワークという形でさまざまな事業所と、例えば、生活介護であるとか、短期入所の事業所さんと個人の関係の中で、いろいろな協議、勉強会等をおこなっているのですが、自立支援協議会のような法的な場でのサービスネットワークというのは、今後求められてくるものではないでしょうかというものがご意見としてございました。

　次に事業所ヒアリング３、これは生活介護の施設でございます。これの運営主体は同じく株式会社で門真市の事業所さんです。こちらの事業所さんの従業者数は25名ということなのですが、常勤看護師さん及び非常勤看護師さんが数多く確保されているということです。

　４ページのヒアリング総括、⑦、⑧、⑨とありますが、①、②、③です。重症心身障がい児（者）に適切なサービス提供をするためには、やはり人員体制の充実が必要ということで、医療的ケアを提供するためには、看護師さんの確保及びたくさんの生活支援員を配置することを心掛けているということです。

　それと、⑨とありますが③のところです。事業所として職員採用の時点から研修を業務として位置付けてこれをしていると。その中で医療的なことも、そうでないことも含め、「ヒヤリ、ハット」の問題などについて職員間でしっかりと情報共有体制を持った中で事業の展開をなされているということでした。すみません。急ぎました。

○会長　はい、ありがとうございます。事業所ヒアリング、主に株式会社のところからのヒアリングが多いようです。何かご質問等ございますか。

　２ページの「ひとり家庭の支給決定の判断が厳しすぎる」のヒアリング内容のぽつ（・）の上から六つ目、これはどのような感じなのですか。

○事務局　事例としまして、とある市のケースなのですが、支給決定をするに際して、非常に厳格な運用をなさる市町村があると。結局、不安を抱えて何かサービスが欲しいというような形で親御さんが窓口に相談へ行っても、いや、運用はこうですから、おたくは対象外ですということで、サービス利用に至る前にあきらめて帰られているようなケースも見聞きしますというお話をお伺いしました。

○会長　つまり、子どもだから親が面倒見るべきで、あまり支給しませんということですか。

○事務局　はい、がんばりなさいということなのです。

○委員　門真市の生活介護の事例で、枚方市でも小規模通所から生活介護のほうに、重症心身の方、在宅へ移行された業者さんがあるのですが、やはり看護師の確保、嘱託医の確保といったところが非常に苦労をされています。ここなどは結構上手にされておるのかと思って見ていたのですが、このような事業所の運営ノウハウをほかの事業所さんへも提供していけるような、そのような仕組みも必要なのかと思っています。

○委員　いいですか。余計なことばかり言いまして。通所とか日中の活動の場を、例えば看護師の配置だとか一定の期間来ていただくとか、これはたぶん報酬内で事業所へ利用者が来るわけですから、効率よく提供するということができますし、一定の形で採用をするというのは、私は法律の中でクリアできると思うのです。

　しかし先ほど来の話で、医療機関というのですか、医療的なサポート、バックアップといいますか、今おっしゃったように得るのは難しいのです。運営経営のノウハウ以上に、いわゆるドクターの指示とか、どのように研修をしていただくとか、どのようにつくるかというのが難しいので、その関係づくりなど、そこはシステム化できないかということはあります。医療的な機関が、その地域の通所施設であるとかほかの部分も含めてなのですが、バックアップできる仕組みを考えれば、それぞれ大方の施設の方針など、やりようでやれるのではないかと思うのです。

○委員　その場ではだいたい市に頼って来られますよね。例えば「市民病院と提携をさせてください」と、そのようなことも言われるのです。それを大阪府、市など行政でそのようなバックアップというのは可能なのでしょうか。私もよく分からないままやっています。

○会長　なかなか難しいです。局が別ですので。

○委員　生活介護をするとき、指定申請をするときに、連携する医療機関を出してくださいということで、それを出さなければ指定をもらえないのです。だから基本的にはどこかの病院に行って「頼みます」と言ってしてもらう、そのような契約を結んでくると。そこでおおかた終わるわけです。

　実際にどこまでサポートしてくれるのかというのは仕組みにもなっていないし、医療機関にしてもそれだけの体制が取られなければ無理ですから。ただそこがシステムではないからだと思うのです。ぜひ本当にそのような形をつくっていただきたいと思います。

○事務局　前回ご報告させていただいた、同じ居宅介護の事業所に医療法人がなされているところ、訪問看護ステーション等、例えば居宅介護をなされているところというのは、そういう意味合いでは非常にスムーズにいくのです。医療、訪問看護、福祉制度が一体的にうまくいっているという事例が前回のご報告です。

　今回、三つのうち前の二つは居宅介護、訪問看護事業所さんとの連携、結局すみ分けの中でサービスを提供するという形でうまくいっていると。

　ただしそれは知らないという関係ではなくて、一人の利用者という方を中心に福祉の事業所と訪問看護の事業所さん等の連携をもとにサービスを提供しているということが、今回のヒアリングの中のポイントかと思います。

　ただ、医療機関という意味合いではなかなか遠いので、どちらかといえば、福祉の事業所ではなくて訪問看護事業所さんのほうに医療関係の中でお話をしていただくというのが、前の二つの事業所さんでした。

　３番目の生活介護の事業所さんは、どちらかといえば、自前で看護師さんという職種、医療関係の方が入っていただくことによって、その中でうまく回していく形でなされていると。

　医師との関係という意味合いでは、普段の通院等介助の中であるとかそのような関係の中で、自ら積極的に医療機関にアプローチをして、その人を中心に適切なサービス、現場的にサービスができるような形でおこなっているのが３番目の生活介護の事業所さんでした。

　こちらは、非常に重度の方がたくさんおられるところで、この北河内の中では非常に有名な事業所さんでして、必要ということであれば、いくらでもお話はさせていただきますよというお話はなさっていました。

○会長　はい、ありがとうございます。一つには、地域の中で、このような重症心身医療的ケアが必要な方を受け入れていただくような日中活動の場が、圧倒的にまだ不足をしているというのは事実ですから、このようなところが普及するということは、ある意味では、端的にはなるかと思います。そのような意味では、先ほどおっしゃっていただいた点も含めて、検討委員会でもそのような仕組みも考えていく必要があるのかと思います。

　では、これはこれぐらいにさせていただいて、３番目「福祉サービス・訪問看護サービス・ケアホーム利用状況調査結果に基づく課題別解決策の検討」についてということで、前回いろいろ皆さんから意見をいただきました。それを少しまとめてございます。事務局からまとめたものを。

（３）福祉サービス・訪問看護サービス・ケアホーム利用状況調査結果に基づく課題別解決策の検討について
○事務局　はい。それでは、まず、資料３（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シートからご説明をさせていただきます。

　これは、福祉サービス事業所さんからいただいた内容についての課題を挙げさせていただきまして、各委員の皆さまから事前にご意見としていただいたものを集約して整理させていただいたものです。

　まず１ページ、居宅・重度訪問介護事業の報酬体系についてどのように考えるべきか、という形で皆さんの意見をいただいているところなのですが、事前に拝見をいたしますと、主な意見としましては、報酬単価の引き上げ、そして、医療的ケアをおこなった場合の加算、創設が必要ではないかという意見が多数を占めております。

　４ページをご覧ください。これは同じく居宅・重度訪問介護で、訪問看護事業所との連携について入れさせていただきました。これにつきましては主な意見としまして、訪問看護サービスと福祉サービスの一元的なサービスをするための仕組みづくりをおこなうべきという意見が多数占めております。あと、介護分野におけるケアマネジャーやサービス提供事業所における個別支援計画が必要ではないかというご意見が述べられました。

　６ページをご覧ください。居宅・重度訪問介護、その他の課題としまして事業所間の情報交換体制について、体制は市町村自立支援協議会に設けるべきかということについて課題を出していただいたところ、主な意見としましては、市町村自立支援協議会への設置というものが多数のご意見です。なお、その自立支援協議会の規模によっては柔軟に考えるべきというご意見もいただいております。一方、これは介護保険の制度なのですが、地域包括支援センターにその機能を求めてはどうかというご意見もございました。

　８ページをご覧ください。これも居宅・重度訪問介護事業ということで、事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関というものは必要でしょうかという課題に対しまして、主な意見としましては、公的機関、市町村であるとか、運営適正化委員会というものが社会福祉協議会のほうにあるのですが、そのようなとこえろに相談機関を設置すべきではないかと。また、事業者団体に設置すべきではないかと。一方、このようなことに関しては、事業者自らが解決すべきではないかというご意見もいただいております。

　10ページをご覧ください。ここからは日中活動系事業としまして、生活介護、療養介護、重身通園、児童デイということで、職員体制のあり方について、職員の配置基準はどうあるべきか、看護師の配置は必要であるかということについてお尋ねしております。主な意見としましては、常勤看護師の配置が必要だとの意見が多いです。あと、その看護師への指示を出す医師の関与というのも必要ではないかという意見もございます。必要、必要でないということで、手厚い看護師配置が必要ではないかというご意見もいただいております。

　12ページをお願いします。職員の研修体制のあり方について、指導員への研修体制のあり方はどうあるべきかということについてお伺いしました。主な意見としましては、医療機関との連携の研修を実施すべき、公的な機関が研修を実施すべき、医療機関の担当看護師から、個別に介護人への研修が必要ではないか、医療、福祉のネットワークをつくり、研修を実施すべきではないか。一方、事業所自体が研修を実施すべきとのご意見もいただいております。ただし、その場合は報酬も検討すべきではないですかというご意見もいただいております。

　研修内容ということにつきましては、専門家によるＯＪＴなどの実技研修というのが必要でしょうというご意見をいただいております。あと、１回というよりも、継続的な研修をすべきではないですかというご意見もいただきました。

　14ページをご覧ください。施設・設備基準のあり方について、現行の施設最低基準で対応できるか、設備はどのようなものが必要であるかということについてお伺いしております。主なご意見として、現状の最低基準では不足しています。また、安全に医療的ケアを提供できる施設、設備が必要であるというご意見をいただきました。あと、整備をおこなうためには補助が必要ですと。あとは、すでにあるもしくは設備を有する事業所には加算を考えるべきでしょうというご意見もいただきました。

　16ページをご覧ください。日中活動のサービスメニューはどうあるべきか、ということについてお伺いしております。主なご意見としては、創作活動やリハビリテーション、入浴サービスが必要で、中でも入浴サービスというのは必須です、というご意見もいただきました。

　18ページをご覧ください。報酬体系について。重心者の障がい程度区分のあり方はどうあるべきか、医療的ケアのサービス提供を行った場合の報酬はどうあるべきかについて伺っております。主なご意見としましては、いわゆる現代の区分６までというのは、重心者の実態というものを反映していないというご意見。あと、報酬の見直しであるとか医療的ケア加算というものを考えるべきというご意見もいただいております。あと医療職を配置した場合、医療職配置加算を創設してはどうかというご意見もいただいております。

　20ページをご覧ください。訪問看護事業所との連携についてです。日中活動事業所への訪問看護サービスの訪問は必要かということに対してなのですが。主なご意見としまして、訪問看護サービスの訪問は必要でしょうというご意見が多数を占めています。一方、事業所として医療職の配置が必要ではないですかというご意見もございます。

　22ページをご覧ください。通所の支援についてどうお考えになりますかということで、重心者の通所支援についてのご意見です。主なご意見としましては、短時間での送迎を行う必要があるとともに、重心者の方への移動に適し、対応できた車両の配置をおこなうべきというご意見をいただいております。あとは、複数人数での送迎に対しての説明をするために加算制度を作るべき」というご意見。あと「医療関係に配慮したサービスを提供する必要性がありますというご意見。特別に配慮が必要な場合には、介護タクシーの利用や個別送迎というようなことも考えていくべきではないですかと。当然、助成も必要ではないですかというご意見もいただいております。

　24ページをご覧ください。事業所間の情報交換体制についてということで、体制は市町村自立支援協議会に設けるべきか。これは先ほどの居宅介護にも同じような形であったのですが、ほとんどが同じご意見です。市町村自立支援協議会の設置が必要というのが多数のご意見です。ただし、規模によっては柔軟に考えるべきと。一方、地域包括支援センターはどうかというご意見がございました。

　25ページです。事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関は必要かと。これも先ほどの居宅事業と同じで、公的機関、運営適正化委員会における相談機関を設置すべき、事業者団体に設置すべき、事業者自らが配置すべきというご意見が出されております。

　27ページです。短期入所事業ということで、報酬体系についてお伺いしております。主なご意見としましては、福祉型事業所における報酬は低すぎるというご意見が多数です。また、医療型事業所という意味合いにおいても報酬は低いというご意見がございます。

　29ページをご覧ください。設備、人員配置基準はどうあるべきか、事業形態の必要性は、という形でお伺いをしましたところ、主なご意見としましては、医師、看護師などが看護をしていく必要があるというご意見。あと、手厚い人員配置、医療機関が短期入所事業所を併設すべきではないですかというご意見が出されております。

　31ページをご覧ください。短期入所利用者への空床情報の提供について、空床情報を提供するシステム構築の必要性はについてお伺いしました。主なご意見としましては、システム構築、いわゆる空床システムのシステム構築というのは必要であるというのが全委員のご意見です。ただし、利用者が使いやすいものとして、管理については公的機関に求めるという声が多くなっております。

　次に33ページをご覧ください。短期入所事業所の地域遍在についてお伺いしております。身近な地域での短期入所事業所の確保策はどう進めるかということについてもお伺いしました。主なご意見としましては、医療機関で併設すべきというご意見が多数です。医療機関での実施を求めておられます。あと報酬基準の見直し、建設助成の創設が必要というご意見もいただいております。

　35ページです。事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関は必要か。これは先ほどの居宅、生活介護と同じご意見が出されております。

　引き続きまして資料４、これは「（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート」です。

　制度・運営上の課題としまして「２人派遣が必要な場合の取り扱いについてお伺いしました。これについての主なご意見は、必要に応じて看護師２人派遣を認めるべきというご意見が多数を占めております。ケア内容によっては介護職員とのペアというのも考えられるでしょうと。

　課題としまして、小規模な訪問看護ステーションの場合、人的な不足が問題だというご意見をいただいております。あと、適切な報酬についても検討すべきというご意見もいただきました。

　３ページをご覧ください。高度なサービス提供を行った場合の加算はどうあるべきかについてお伺いしました。主なご意見としましては、高度なサービス提供に見合った報酬にすべきというご意見が多数です。一方、報酬が高くなった場合、利用者負担が過重にならないシステムについて考える必要があるでしょうというご意見もございました。

　４ページをご覧ください。医療機関と訪問看護事業所との連携はどうあるべきかについてお伺いしております。主なご意見としましては、これまで以上に医師の関与が必要、医療機関のネットワークづくりと訪問看護師がその調整役を担うべきではないでしょうかと。あと「、業所一覧というものを整備すべきではないですかというご意見をいただいております。

　６ページをご覧ください。事業者が利用者の苦情の相談ができる機関は必要かという案件についてです。公的機関への相談機関の設置が必要であるとのご意見が多いです。一方、事業者自らが対応すべきことでありというご意見もございます。

　最後、資料５に移らせていただきます。（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シートについてでございます。職員体制のあり方についてお伺いしました。
　１ページです。重心者への24時間ケアを行うためには、職員の加配というのが必要でしょう。非常勤ではなく常勤職員が必要になります。また、看護師の配置も必要でしょう。あと、バックアップ医療機関との連携が必要でしょう。一方、医療的ケアホームというものが仮にできた場合に施設化してしまわないでしょうかというご指摘もございました。

　４ページをご覧ください。生活支援員の研修体制のあり方はどうあるべきかという形でお伺いさせていただいております。主なご意見としましては、医療機関や重心施設との連携の下、研修を実施すべき。公的な研修を実施すべき。あと、医療機関の担当看護師から介護士、生活支援員への研修を実施すべし。医療福祉ネットワークをつくり、研修を実施すべしと。一方、事業所が研修を自ら実施すべきというご意見もございます。研修内容については、専門家によるＯＪＴなどの実務研修を取り入れるべきと。あとは、継続的な研修実施も必要でしょうというご意見もいただいております。

　６ページをご覧ください。現行のケアホームの設置基準で、施設最低基準に対応できますか、設備はどのようなものが必要でしょうかということについてお尋ねしております。主なご意見としましては、現状の最低基準では不足している、安全に医療的ケアを提供できる施設・設備が必要です。一方、細かく規定すると、事業化が困難にならないかというご指摘をいただいております。あと個別の居宅というよりも、一定規模以上の集合住宅での設置が望ましいのではないかと。整備のための公的なフォローというのは、特に必要になるのではないかというご意見をいただきました。

　８ページをご覧ください。重心者の障がい程度区分のあり方はどうあるべきか、医療的ケアサービス提供を行った場合の報酬はどうあるべきかについてお尋ねしております。主なご意見としましては、区分６では重心者の実体を反映していない、報酬の医療的ケア加算を考えるべき。あと、医療職配置加算も創設することが必要でしょうという意見をいただいております。

　10ページをご覧ください。地域医療機関との連携について、利用者ごとの地域医療機関の確保策はどう進めるべきかについてお伺いしております。主なご意見としましては、ケアホームを所在地の自立支援協議会と連携した医療機関を探す仕組みというものが必要ではないか。あと、地域ごとに核となる機関を設置するべきではないでしょうか。大規模医療機関と地域医療機関の連携体制というものを確保すべきではないでしょうか。地区医師会の協力を得て、地域医療機関を紹介する体制を整理してはどうでしょうか。支給量決定に地域医療機関との連絡調整をおこなってはどうでしょうかという意見もいただいております。

　11ページをご覧ください。訪問看護事業所との連携、訪問看護事業所との役割分担はどうあるべきかということについてお尋ねしております。主なご意見としまして、訪問看護ステーションとの連携は必要である。それも、複数の事業所と連携が必要ではないでしょうかというご意見をいただいております。ケアホームと訪問看護ステーションとの連絡会議が必要になるでしょう。そのときはきちんと報酬に賛成すべしというご意見です。一方ケアホームに選任の看護師を配置すべきではないかという意見もいただいております。

　13ページをご覧ください。重心者の通所支援はどうあるべきか、移動が困難な重心者への日中活動サービスの提供はどうあるべきか等についてお伺いしております。主なご意見としましては、日中活動事業所は通所支援を行うべき。そのときは加算に配慮してはどうですかと。あと、医療の安全に配慮したサービスを提供する必要性があります。特別に配慮が必要な場合は、介護タクシーの予約送迎というものの予定を行った上で提供してはどうですかと。

　あと重心者ということで、日中向け事業所の利用ができない場合もあることで、それらのサービスが利用できない場合に、ケアホームでも日中の対応できる体制の確保というのが必要でしょうというご意見もいただきました。

　15ページをご覧ください。医療的ケアが必要な利用者のみを入居者としたケアホームが適切でしょうと。あと、介護保険が利用可能となった利用者へのサービスはどう整理していくべきかについてお伺いしております。主なご意見としては、医療型ケアホームとして特化してはどうでしょうかというご意見がございます。一方、施設との違いがなくなってくるという懸念のご意見もございます。65歳以降の障がい福祉サービスを利用すべきというご意見と、一方、介護保険を利用すべきとの両方の意見が述べられております。

　また両制度自体、介護保険と自立支援給付が別々というような形になっているのですが、この制度の改正になることはもうトクジ制度というものを整備すべきではないでしょうかというご意見もいただいております。

　最後です。17ページをお開きください。ケアホームの設置促進策としまして、ケアホーム運営に適切な賃貸物件の確保はどう進めるべきかということについてお伺いしております。主なご意見としましては、当初から利用的ケアホームとして建物を整備してもらってはどうでしょうかと。また、家主にさまざまな優遇措置を実施してはどうでしょうかということです。一方「府営住宅等の公営住宅の活用を勧めてはどうですか」。また「病院において、医療的ケアホームを併設してはどうですか」というご意見もいただいております。以上でございます。 

○会長　はい、少し長くなりましたが、残りがあと20分しかございませんので、議論ができるかどうか分かりませんが、全部いけるところまでいこうと思っております。よろしくお願いをいたします。

　さて、どこからでも結構です。どこあたりを聞きたいというものがあればお伺いしたいと思いますが。はい、どうぞ。

○委員　私は基本的にこの中の意見というのはだいたい皆さんのご意見に賛同している形で、寸分の補足のような形で出していただいていますが。ただ全体として、現在私は進んでいるのかと勝手に思っているのですが。いわゆるよい医療職である、親御さんももちろんそうなのですが、そのような方が医療的なケアが必要な方のサポートに入るということですから、医療職がサポートすることができるということを前提にして進めていくことが話のところにあるのです。それが違うのとそうであるのとでは全然やり方が違うと思いますので、それが前提にあるということなのです。

　そのときにいわゆる医療が背景につくとき、どのような形にするのかというときに、どうしても、私は施策的には大阪府下であれば大阪府前提にして、福祉医療圏域という範囲が前提になるかもしれませんが、その範囲の考え方をもう少し小さく考えるのです。

　もちろんその定義は定義であると思うのですが、その中にもう一つ小さいエリア（地域）を考えて、そこに権益の拠点となるものと、そのエリア、エリアの中核になるようなものをイメージして、そこを中心に日中の場であったり、ケアホームであったり、在宅であったり、そういうものを、医療的な資料のようなものを継続的にかかっていくというのを前提にした、そのようなつくり方というものを考えるべきではないかと思っているのです。

　ですから、そのようなものを前提にしているので、一つ一つの勤務についてはピントがずれている部分もあるのかと思って、書きながらばらしては書いてみたのですが、それが前提です。

　私の考えはあくまで医療的ケアのベースはもちろん医療なので、医療をどのようにサポートしてもらえるのかというのが、地域で暮らしているときに必要なことだと思うので、介護のことに関してはもちろん介護が必要なのですが、医療に関しては医療的なサービスをどのように得られるのか担保する必要があるのではないかと思います。

○会長　はい。という意見です。あとはいかがですか、委員。

○委員　地域でのかかりつけ医というところが、やはり先ほど施設の大人の方でもそうなのだというのが、子どもの場合はいつも出てくるという話なので少し驚いたのですが。

　いずれにしましても今後われわれとすれば、今日は先生が来られていないのですが、この間少しお話をさせていただいて、大阪府医師会と社団法人大阪小児科医会というのがあるのですが、そこと連携のもと、少し記載がありましたが、今大阪府医師会が旗を振っていただいて郡市区医師会、地区医師会というのがございますので、そちらのほうで地域に密着した形で、小児科だけに限らず、郡市区医師会の中での在宅医療、われわれはどうしても小児になりますが、小児の在宅医療というのを、往診だけを求めるのも少し厳しいものはありますが、例えば風邪をひいたとか熱が出たとか予防接種とか、いわゆる日常医療です。

　高度専門病院というのは、自分のところから送り出す側なのでそれは絶対に離れることはないのですが、結局、日常医療の世界であっても、今何が起こっているかというと１時間以上、１時間半とかけて車で行って、長く待ってその先生に診てもらっているというのがほとんどのパターンなので、そこの日常医療の部分を何とか地域で診てもらえるような仕組みをぜひ作りたいと思っていて、それを医師会に核となっていただいて、郡市区医師会で、これもやはり地域格差がどうしてもあると思うのですが、何らかの取り組みを一歩二歩と前へ進めていただけるようなことを一緒にさせていただきたいということで、相談を持ちかけているところです。

　それで、専門病院と地域の医師会を中心とした医療機関、それからその辺の訪問看護も含めてネットワークをつくり上げて、そのコーディネーターとしては政令市・中核市の問題があるのですが、大阪府においては保健所の保健師が担うと、このような絵を私のほうでは描いていてそれをミッション（Mission：任務、使命）としようと考えているのです。

　ただ、いつもその中で出てくるのが、逆にそこを今完ぺきにできてないのでこれからつくっていくとしても、では福祉とはどこがワンストップなのですかと。福祉サービスのワンストップ窓口というのがないと。

○会長　ない。

○委員　ないのです。だから、今訪問看護のほうの小児参入というのはいわゆるご協力いただいて。大阪府訪問看護ステーション協議会というのがあって、そのような束ねるところがあり、そこが中心になっていろいろな動きができる。

　例えば介護で、ヘルパーというのはまとまりがないとお聞きしていますし、いろいろな福祉サービスに、保健所の保健師が市役所に行っても、先ほどの話ではないですが、市によっては全然がちがちのとか。

　ただ、市役所がすべての福祉サービスの相談窓口の受け皿になっていただけるのか、自立支援協議会なのか、地域包括支援センターというところが本当にそのような役割を果たしていらっしゃるのかどうなのか、どこがワンストップサービス窓口なのかというのを決めていただきたいというのがわれわれの希望なのです。

○会長　児童は児童でまた別ですので。

○委員　もう分からないです。

○会長　そのような意味ではずいぶんばらばらな中で、連携ということがキーワードでいわれ。

○委員　結局、その子どもさんの親御さんというのはここにおられるわけですよね。この人たちに必要なサービスというのをやはり一番効率よくどのように提供できるのかというのは、いろいろ制度上の問題はあるにしても、今ある中でもばらばらでは非常に効率が悪いので、そこをまず何とかできることがあるのではないかと思います。

○会長　そうですね。おっしゃるとおりだと思います。シームレス（Seamless：継ぎ目のない）といいますか、つなぎ目、はざまのないサービス提供のようなものをどのように構築していくかというところがここでも課題かと言い続けてもう何年でしょうか。なかなか解決できませんね。ここのところ、医療と保健、福祉の連携などという言葉はワンストップサービス。

　本来ですと、ケアマネジメントという仕組みがうまく作動すればいいのだとは思うのですが、なかなかそこが制度的な壁でうまくいかないということがございます。

　今度の国の動きの中でそのようなところが改善かどうかの議論になるようですが、少しまだ皆先になっても分かりませんので。そのあたりがどうあるべきかというのはなかなか苦しいところで、どうしても。委員どうですか、医療のほうでは福祉の連携については。

○委員　そうですね。福祉の立場からいうとそれを求められることもありますが、なかなか調整機能というのは果たしきれないというのが実態かとは思います。

○会長　端的にいえば市民病院があって、周りは公ですからそこを市民が利用する、住所録のある子どもたちが空きベッドなどを利用してもらってかかっていただいてそこで必要なときに医療を受けて、また体調を崩されたときには入って出てとこのようにすれば、それはそれで医療サービスを受ける一つの仕事の大きなポイントになるかとは思うのですが、市民病院自体が財政赤字で民間移行していく中で、これもなかなか進まないというような形がありますよね。

○委員　先生、おかしいと思うのです。私がいまひとつよく分かっていないのですが。実際に参加をしたりすることがあるのですが、いわゆる上がってきている自立支援協議会の低福祉部分がかなり集まっているのですが、あの仕組みはそういう調整機能を持っているような形というのは本当にあり得るのですか。そこが皆さんの思っていらっしゃる面と自分の考えに少しずれがあるのだろうと思うのです。

　それで例えば、自立支援協議会が何かのてこ入れなり何かの仕組みを変えることでそこが中核になって、その一定サービスを提供している事業者であったりそこを調整する、行政も含めていろいろなところを構成する役割の中心に成り得るのかというのがどうしても確信が持てないのですが、仕組みはどうなのでしょう。

○会長　無理でしょうね。権限というのはある意味で申し上げますと、やはり自立支援協議会というのはあくまでも調整の場であって、強制権限、機能等これはないわけであります。ただ目的は必要な人に必要なサービスを障がいのある人に届ける。それをどのようにみんなで考えていこうかというそのような仕組みですので。

　それぞれの市町村の財政事情などいろいろなことで左右されてきますので、だからそこですべて解決できるという意味では当然ないわけです。一つは何をどう見るかということの共有化をまずしないと、問題解決はしないと思っています。

　だから、今までの介護福祉サービスはいろいろばらばらでしたが、いわゆる業界の集まりは何とか自立支援協議会のもとで介護サービスであれば提供する、そのような連絡網、あるいは情報網のようなものはできつつあります。

　それと社会資源の情報のような部分が障がい福祉サービスで、地域で在宅医療をやっているようなところはどこにあるのかということは把握しつつあります。ただそれをどのように市民に対して情報提供をしていくのか。あるいはそれをどのように市民のところに届けるのかという仕組みがまだ十分機能していない。

　つまり高齢者だとワンストップサービスというのはケアマネジャーが持って、そこでいろいろな社会資源がみえていて、ワムネットに載っていて、そこで調整するというような、障がいのサービスの中にないですから、それぞれがばらばらに契約で利用するというものですから、どこでどのような事業所がどういうようにやっているのかすら利用者がよく分からない。あいうえお順で連絡しているというような状況の中で、そういうことをみるようにしていけるところぐらいが一つですよね。

　ただ共有化をすれば、例えば支援学校などでもそうですが、医療行為で看護師が配置されるようになりましたので。みえてくれば、必要であれば、声を上げれば、必要なところには必要なサービスが届けられる仕組みができないとも限らないというようにも思っていて、その声を上げる仕組みが、いわゆる制度的な意味で自立支援協議会ではないかと。

　運動ではなくて制度としてこれが必要だというところをオーソライズ（Authorize：正当と認める）して、それを各市町村の推進協議会に課題として挙げていく、それを施策としてやっていくということは、実現性があるかどうかというところまでは分かりませんが、そこまでは完了なのかとは思います。

　少なくともそこのところが共有化をしないと、それぞれが個別に事案を要求してもなかなか障がい福祉サービスのあり方の右と左の考え方が違いますので、そこをワンストップサービスで、少なくとも必要な人に必要なサービスの導入、このような共有化をする仕組みがなければいけないと思うので、そういう意味では打ち出の小づちのように解決するというのは自立支援協議会では無理だと思っています。ただ少しずつやっていくべきかとは思います。

○委員　もし全部の障がいのある方への全体的な仕組みが仮に難しいとしても、これも実際に決して簡単ではないと思うのですが、例えば医療的なケアが必要な方に絞って、何かそれだけに限定して、そこを中心にクリアして調整をしていただくとか、そのようなことができないのかとは思います。

○会長　就労部会のことですね。いろいろあります。ただ残念なことは自立支援協議会のそれが上がってこないのです。相談支援事業所とか、実際に支援をしているところからはそのように困っているという声が上がってこない。そうなるとみえない。

　だからそこのところをどのように、やはりケアマネジャーのように、それぞれ相談支援事業所が相談を受けて、それを計画といいますか、そのときにこういう困った問題が上がってくるようなことにしないと、なかなかこれは保護者の努力で保っていて声に上がってこないというような形になってきますので、保護者の方は保護者の方で何とかしてほしいですから、即、解決するためには施設の整備を図ってほしいということで箱物になってきますので、そうすると財政としては、なかなか市町村としては難しいことになるので、そこの機能をどのように考えていく仕組みを作っていくかというところを自立支援協議会の中で考えていくことはできると思っています。

○委員　医師会のことはよく分からないので、先ほどのお話でもあったように、地区医師会というのはどのような仕組みですか。

○委員　各市町村で、大阪市内であれば区ごとにあります。

○委員　区ごと。

○委員　大阪市内などであれば各市町村にあります。

○委員　このケアホームの10ページなどは、福祉会のこれは可能なことなのですか。

○会長　どこですか。

○委員　ケアホームの10ページに、地区医師会の協力を得て、在宅医療を提供する地域の医療機関は紹介と書いてあります。

○委員　これは少し前に医師会にご相談にいったような中身も含めて、今はないのでそのような体制をつくっていこうかと。今すぐ可能ではなく、そのようにできる体制をつくっていくべきではないでしょうかというお話をさせていただいたと。

○委員　医療側としてはケアホームというものの実態もよく分からなくて訪問看護が必要だなどと書いているのですが、実際にどこにそのようなものがあってというのもよく知らないし、今書かれている枚方と同じなのですが、障がい福祉サービス事業者連絡会が主体となって、医療的ケアの必要なケースの事業研究等おこなっていると書いてあるのですが、私は枚方市の訪問看護ステーションの会長をしているのですが、何も聞いたことがないので。

○委員　そうなのですか。

○委員　だから、必要だといっぱい言われるのですが、聞いていないというのが現状なので、そのあたりからまず市町村などでもネットワークをもっと広げていかないと本当に分からなくて、保健師さんだけを頼りに動いているというのが現状で、障がいの方はヘルパーさんを探す人のような、そういうばらばらで動いてしまっているので、医療と福祉がまったく一体化していないのが介護保険でももっと子どもたちの現状本位で。

○委員　自立支援協議会の仕組みなのですが、全体会はいろいろな分野の方、医療関係とか、保健所さんとかが来られています。専門部会というのは、それぞれ各市町村でいろいろな専門部会を持っておられると思うのですが。

　枚方市の場合ですと、相談支援部会というのがあって、例えばその中では医療的ケアが必要な方のケース事例の検討などというのもされているのですが、そこはやはり福祉サービスの事業所さんが主体でおこなっていて、そこには訪問看護のところが入ってきたりとかそのような動きがないのです。だから結局全体会の中ではそのような事例は出されないという現実なのかと思うのです。

○委員　自立支援協議会というのはどこがグリップしているのですか。市町村の福祉ですか。協議会は会議なのですよね。その専門部会といってもやはり会議なのですね。

○委員　そうです。

○委員　だから日ごろワークしている組織ではなくて、関係者が集まる会議なのですよね。

○委員　そうですね。

○委員　それではワンストップサービスでは無理ですよね。

○会長　それを担うのは相談支援事業所なのです。

○委員　そういうことなのですね。ではそこを強化するしかないではないですか。

○会長　それが委託ですから。

○委員　ですからと言っても、行政が委託をしているのですよ。

○会長　そうです。法定化をしてないので、ただケアマネジメントは部分的にはあるのですが。極めて制限的な。だからこれが上がると言っていましたが。

○委員　基本的に働いているわけではないですよ。動いている人というのは、結局、調整役といってもその人がそこにいて、私はその中の調整の役割だからということでただそこに行って、昼日中に行ってというようなことではなくて、出してあったりとか情報交換したりというのはこれから出てきそうですね。そこでいわゆるワークする人が変にいて、その人が本当にまさにコーディネーターをするにしても、仕事ができる仕組みというのがもしあるのなら機能するのではないかとは思います。

○委員　実はコーディネートをするというのが一番難しいところですよね。言葉では簡単に言うのですが、でも要るのです。福祉は全然分からない。子ども健診が難儀するのですよ。だから、詰まって、詰まって。

○会長　なるほど。はい。

○事務局　障害者自立支援法が改正をされまして、市町村で基幹相談支援センターというものができるようになりましたので、そのような役割を中心に担っていくような枠組みになっていくのではないかと。新計画でももともと法律上ではそのような明確な表現ではなかったのですが、でも根拠はあるのです。障害者自立支援法改正で自立支援協議会が法定化されましたので、その言葉がネックになってくるのではないかと。

　やはり課題は歩いていただいて、そこで議論をするということが大切なので、議論をすれば仕組みができてきたのです。特に相談支援事業所だけの場でそのような課題が出れば、そこに郡市区医師会のメンバーの確保に自立支援協議会が入っておられると思いますので、参画していただいて議論を深めていって全体会議で挙げていくというのが事情ではないかと思います。

　郡市区医師会は市町村ごとにありますので、そこはそういう声ができれば、報酬上の問題もありますが、仕組みと違ってもできると思いますので、保健所さんがコーディネートしてくれるのであれば、その地域を回っていく可能性はあると思います。そういうところの地区別の実行するためのそういう事必要な人たちを目の前に引っ張り込んでいくということが大切なのではないかと思います。

○会長　ただ障害者自立支援法の中では、基本的に訪問看護はないですから。

○委員　保険の出どころが違うので、その保険法なのではじかれていて。でもこれをみれば必要、必要といろいろなところで書かれていて、それであれば行くのにと本当に思います。

○会長　そうですね。ここはやはり一つのポイントです。

○委員　大阪府で訪問介護ステーションの協議会をつくっていて、市町村ごとに各ブロックで核となるステーションがあって、窓口になるブロック長など理事などもつくって、本当に大阪府としての体制もだいぶ整えてきているので、だからその地域にご相談をいただければ、必ずステーションを見つけていけるように、承認委員会などもエリアごとに必ず一人出したりとかそのようなことをしているので、やはり入れてほしいと思います。

○会長　そうですね。その辺は大事なポイントになると思うのです。

○委員　福祉のサイドからにしても、訪問看護はどのようなサービスをしていただいているのかというのは、実はよく分かってないところもあるのです。

○委員　聞いてください。

○委員　やはり情報交換というのは必要なのでしょうね。ローカルでやっていきましょう。

○会長　なかなか難しいところがあるようでございます。もう午後４時を過ぎまして、今日は進め方が非常に悪くて申し訳ないのですが、貴重なご意見をお伺いしました。やはり自立支援協議会にも訪問看護なり、そういう医療関係者、医師会は別なのですが、歯科医師会は入っております。訪問看護が入っているところはほかでもそれほどないのではないですか。

○事務局　よく分かりません。メンバーはこれからも入れなさいという指導はしてないので、ほぼ医師会から確認を、呼んでいただくなりということはたぶん可能だと思いますので、そのような運用をわれわれもやっていますので、市の指導でどこまで積極的に進めるとかあるのですが、課題として挙がっているので、それを検討するのに必要なメンバーをほかに入れていただきたいというのが、われわれの考え方です。

○会長　大阪府の自立支援協議会も入っていないのではないですか。

○事務局　課題として必要とあれば、やはりそこは。

○会長　そうですよね。なぜ入らなかったのですか。

○事務局　オブザーバーというかいろいろ方法がありますので、それは課題によって考えていきたいと思っています。

○会長　そうですね。まず隗（かい）より始めないと。このような人たちが入っていただいたほうがいいですね。

○事務局　医師会にお願いをして推薦していただいているのですが。お医者さんによっては全然感じ方の濃さが違っていて、医療的ケアも医師と看護師以外はそのようなことをしてもいいのかというような、そのような発言をされる方ももちろんいらっしゃいますので、そこが一番難しいところかとは思います。

○会長　はい、ありがとうございました。もう時間も過ぎてしまいました。最後の議題を挙げさせていただいて、次回の説明をしていただきます。ではよろしくお願いします。

（４）生活実態調査結果に基づく国への提言（案）について

○事務局　資料６ということで「医療的ケアが必要な重度心身障がい児（者）等の地域生活支援方策にかかわる調査研究事業報告（骨子）」を提案させていただきます。今回これまでいろいろなテーマについてご議論をいただいてきたところなのですが、最終の報告書をどのような形で構成していくのかということをこのような形でまとめさせていただきました。

　はじめにということで、１.調査研究事業の背景の目的等について、これをずっと記載させていただきます。そしてその中で取り巻く現状について１から５、これは最初に委員の皆さんに委員の就任をお願いしましたときに出していただいたものなのですが、このようなテーマの現状について記載をさせていただき、その次に調査結果で明らかになった課題、今日は（オ）の受診施設等からのアンケートをいただきましたが、そのあたりについて書かせていただきたいと考えています。例えば相談から援助までの一貫した支援体制が不十分である等について記載をさせていただきたい。

　その次は２ページに移ってください。２.地域生活を支える資源の不足について。これも今までご議論いただいたことについて、こちらに例という形で書かせていただきました。

　３番目として、地域を支える人材に不足。

　４番目としまして、今日のテーマでもありましたが、重症心身障がい児施設に入所する障がい者の地域生活への移行等の課題について、こちらで課題として整理をさせていただきたいと。

　その次に具体的な、今後の医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の地域生活支援方策について１から４ということで、１.地域生活支援策のあるべき姿、その次に、２.地域生活を支える資源のあり方と確保方策ということで、①障がい福祉サービス、②訪問看護サービス、そして③医療的ケアホームです。枝として設定させていただきたい。

　それで３番目としまして、地域生活を支える人材のあり方と確保方策。４番目として、重症心身障がい児施設のあり方を記載させていただいて、最後にこれを総合する形で国への提言ということで、それでこの大きな国のほうへこのような形で提案したいと考えております。

○会長　ありがとうございます。報告書の内容について、あらかじめこのような項目ということで、皆さんに周知をいただきたいということで説明がございました。皆さんに知っていただくところで、依頼はすでにもう終わっているかと思いますが、少し確認だけもう一回していただけますか。

○事務局　はい。障がい福祉サービスにつきましては委員にお願いをさせていただいております。そして訪問看護サービスにつきましては委員にお願いをさせていただいております。ケアホームにつきましては委員にお願いをさせていただいております。

　全体の取りまとめに関しましては、会長にお願いをさせていただいております。あと個別課題という形で必要になりましたら、それぞれお願いをさせていただきたいと考えております。

○会長　この３ページの３、４はどうなっているのですか。今、ケアホームはというところまではよかったですね。３、４これは。

○事務局　調整をさせていただきます。

○会長　分かりました。一応このような内容で、３人の委員にはたたき台を出していただく。それから素案はだいたい私のほうで出させていただくということで、国への提言というところで、少しざっくりとしたものを次回に出させていただこうと思っているところでございます。報告書はだいたい流れ的にはこのようなことになるのかとは思いますが、何かご質問等はありますか。

○委員　ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）の実態というのは。

○会長　はい、ＮＩＣＵ。

○委員　ＮＩＣＵの実態というのが分からないです。

○会長　どこへ入れるかということですか。

○委員　はい。

○会長　調査結果で明らかになった課題のところに入れましょうか。

○事務局　おそらく、１.地域生活支援策のあるべき姿の中で、点線の四角い枠の中の病院退院前から乳幼児期という表現があるのですが、そこにおそらく。退院前から地域に出られるまでの取り組みというので、委員のところで、やっておられる事業がありますよね、そのような紹介をその中でさせていただこうと、退院支援事業です。

○会長　退院支援事業。

○事務局　退院支援事業でしたね。

○委員　そうですね。正式名称は長いので。

○会長　しかし調査結果でＮＩＣＵは出ていましたか。

○事務局　医療機関向けの調査そのものは今回は入ってないのです。ただ委員のほうから別途、医療部門で調査されたように思いますので、それを一度。

○委員　ただ、提供できるものはいくらでも提供させていただくのですが、おおよそ立て方までどこへ入れるかというのは考えていただいて。

○会長　はい。一応このようなところで考えているということでございます。できれば資料で委員のセレブな意見を。

○委員　資料でできればと思っておりますが。

○会長　一応これで議事としては終わらせていただいて、次回はいつになるかということの確認を。

（５）その他

○事務局　今後の検討委員会の開催日程につきましては、第７回を平成23年２月25日の金曜日に、第８回を３月11日の金曜日に開催することで、すでにご了解をいただいております。

　今回の検討会は全９回を予定しておりまして、最終回であります第９回目の日程を審議いただきたいと思います。３月の末までに提言書をまとめる必要性がございまして、第８回の検討会が３月11日の金曜日に設定をされていることから、できましたら３月25日の金曜日の午後ということで設定をいただければと考えております。

　それと併せてお願いなのですが、検討会の審議時間の延長についてお願い申し上げたいと思います。これまでの検討会では調査結果の分析や報告といった内容が主で、午後２時から午後４時までの２時間を審議時間ということでお願いしていたところでありますが、今後の検討会においては、具体的な提言案の中身について詰めた議論をお願いすることになります。お忙しい委員の皆さまにご負担をおかけすることで大変心苦しいのですが、次回以降、具体的に申し上げますと、２月25日以降の検討会の時間を午後２時から午後５時までの３時間としてお願いできないでしょうか。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

○会長　はい。まず１点目でございますが、全９回を予定しております、最終の日時の３月25日はどうかという提案でございます。この提案が１点。それから審議時間を今まで２時間でしたが、少し大きくまとめるという段階に入りつつありますので、残り３回については３時間のお時間をいただけないかという事務局からの提案でございます。

　まず日程のほうですが、皆さんお忙しいとは思うのですが、できるだけ多くの方に来ていただければありがたいと思います。３月25日の日程はいかがでございましょう。よろしいでしょうか。ここにいる委員は皆さんを呼びたいのですが。

○委員　私は理事会が入っていますので欠席をさせていただきます。

○会長　そうですか。また認定協議をしないと。委員と、あと皆さんはできるだけ来ていただいたほうが最終はいいでしょうね。少し預からせていただきましょうか。ここで決めるのが一番ベターだとは思うのですが、欠席されている委員とか、最終だとこれでいいですかという最終確認。どうしても無理な場合はまた事務局に走ってもらわなければ駄目なのですが。できるだけとは思うので、少し預からせていただいてよろしいですか。

　一応３月25日に。ただどうしても日程が取れないときは、申し訳ありませんがまたあとで了解を得るという形になると思いますので、欠席者の少ない日程を選ばせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。これはいったん預からせていただいて、また調整をさせていただきます。それからあと残り３回の部分については３時間ということで時間を取らせるようで心苦しいのですが、よろしいでしょうか。

　一応了解をいただいたということで、次回からは午後２時から午後５時です。午後１時30分から午後４時30分にとか、３時間は確保するとして、もし何かいろいろあるとは思いますが、いいですか。では、時間は一応午後２時から午後５時で予定をさせていただきます。２月25日の場所はどこですか。

○事務局　２月25日はこれまでと同じ国民会館・公害審査会室になっております。

○会長　今回だけ特別ですね、シャンデリア。以上で今日の検討会を終わらせていただきたいと思います。あと原稿の提出期限とか、そういうことはもう伝えてあるのですね。

○事務局　はい。お願いをしています。

○会長　よろしくお願いいたします。それでは長時間ありがとうございました。

（終了）
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